











































































































































































































公営住宅として 4万 2000 戸、準公営住宅とし









































































































































間 5000 円のかけ金で上限 600 万円の給付を可能
とする仕組みが作られた。生活再建支援法による
公助と、住宅共済制度という共助、それに地震保
険などの自助を組み合わせた、災害時の住宅再建
の仕組みがつくられることになった。
2	 住宅再建の教訓とこれからの課題
阪神・淡路大震災は、近代化されたわが国の大
都市が巨大地震に見舞われた最初の地震であり、
膨大な数の住宅が倒壊した前例のない地震であっ
たということから、住宅再建のあり方だけでな
く、住宅そのもののあり方についても、重要な教
訓を残してくれた。次の災害に備えるためにも、
その教訓を整理しておきたい。
（1）住宅の減災サイクルの確立
大震災で住宅を失って初めて、いかに住宅が人
間にとって大切なものか、住宅の安全性が人権に
かかわるものであるかを、改めて認識させられ
た。住宅の安全化を、日常から持続的にはかって
おかなければならない、ということである。住宅
の設計から施工さらには維持管理に至るまで、住
宅の安全性を確保する持続的なシステムの構築が
欠かせない。ここでは、危険な住宅の補強を事前
にはかることも大切であるが、危険にならないよ
うに維持保全に心がけることがもっと大切で、安
全のための住まいの作法の定着をはかることを忘
れてはならない。
と同時に、事前の維持管理や耐震補強などの対
策と事後の再建支援や住宅供給などの対策を車の
両輪のようにして組み合わせて、いかなる事態が
起きても生活の場としての住宅の確保がはかれる
ようにしておかなければならない。震災後、耐震
補強と再建支援を二者択一的に捉える論調が生ま
れたが、どちらかがあればよいというものではな
い。健康管理で、公衆衛生も緊急治療もリハビリ
も必要なように、維持管理も耐震補強も再建支援
も必要なのである。この点では、災害後の住宅再
建支援がまだまだ不十分であり、生活再建支援法
の内容面の見直し、住宅再建共済制度の全国化な
どの課題が残されていることを、忘れてはならな
い。
（2）暮らし全体の包括的な再建
住宅は生活や復興の必要条件であっても十分条
件ではない。復興を考える時には、住宅というハ
コものだけを考えていてはならない。そこでの暮
らし全体を考えなければならない。仕事とのつな
がり、買い物や通院との関わり、コミュニテイな
ど人のつながりなどを同時に考える必要がある。
「生きがい仕事」という言葉が震災後使われるよ
うになったが、経済復興や文化復興と住宅再建を
両立させることが欠かせない。生活を支える福祉
や看護といったソフトも暮らしの再建には欠かせ
ない。暮らし全体を考えるという視点を忘れては
ならない。
暮らし全体を考えるということでは、地域や土
地とのつながりを大切にしなければならない。仮
設住宅や復興住宅を遠隔地に建設することは、仕
事のつながりや人の関わりなどを壊し、暮らしそ
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のものを破壊してしまうので、避けなければなら
ない。やむをえず遠隔地に建設する時には、それ
までのコミュニテイの維持や仕事や買い物のつな
がりの維持に十分な配慮が求められる。とりわ
け、抽選などによる機械的な仮設等への入居者選
定は、コミュニテイや人間関係をつぶしてしまう
ので、厳に戒めなければならない。
お祭りなどの文化面からも復興を捉えることが
欠かせない。歴史や文化を受け継いで伝統的な街
並みをつくること、伝統的な様式を取り入れて住
宅の再建をはかることも、求められる。住宅と社
会とのつながりを様々な形でデザインしていくこ
とも、住宅再建の課題なのである。住宅再建に
は、コミュニテイ持続の原則、歴史文化継承の原
則、生きがい仕事確保の原則を堅持しなければな
らない。
（3）暮らしを支えるソフトの充実
高齢化社会では、社会全体で支え合う仕組みが
不可欠である。災害後には、孤独死などに象徴さ
れるように、高齢化社会の脆弱性が一挙に噴き出
てくる。それだけに、高齢者等を支える近隣の見
守り体制を構築することや、福祉的なケアの社会
システムを整備することが欠かせない。大震災の
住宅再建の過程で生みだされた、ふれあいセン
ターやコミュニテイプラザの活動、高齢者自立支
援ひろばの設置、ボランティアとコミュニティの
つながり、生活援助員などによる見守りなどを受
け継いで、高齢化社会に欠かせないソフトな仕組
みとして発展させることが欠かせない。
（4）弾力的な住宅再建システム
その時代や地域の状況あるいは被災者の実情に
応じて、住宅再建は弾力的にはからなければなら
ない。阪神・淡路大震災までの住宅再建は、戦後
間もなくの時期につくられた災害救助法を根拠に
して、避難所から仮設住宅さらに復興公営へと
いったワンパターンの再建プログラムに基づい
て進められてきた。しかし、阪神・淡路大震災で
は、自力仮設住宅や借り上げ公営住宅といった事
例にも示されるように、今までの画一的な再建プ
ログラムが現代社会の実態に合わないことが明ら
かになった。被災者の置かれている実態はきわめ
て多様であることから、画一的に対応することに
は限界があるということである。多様なニーズに
こたえられる多様なプログラムが必要ということ
である。
この多様性は、被災者の自由な選択を可能にし
て自発性を引き出すうえでも、欠かせない。被災
者の再建へのエネルギーを引き出だすことは、復
興への力の総枠を広げるうえでも、被災者の勇気
を引出すうえでも重要である。そのためには、被
災者の意志が反映できるように選択の自由度を広
げることが必要となる。公営住宅に入らずに賃貸
住宅に入る、とりあえず被災地外に出て暮らす、
自宅の敷地に自力仮設を建てて急場をしのぐ、と
いった自由な選択が可能なような制度設計が必要
だ、ということである。レディメイドではなく
オーダーメイドの再建プログラムへの転換を目指
すべき時期に来ている。
選択の自由を与えるということは、資源に限り
ある状況の下での民間のエネルギーを活用するこ
とにつながる。空き家ストックを活用することに
より、膨大な数の公営住宅を建設するという無駄
を省くことができる。プレハブの仮設にこだわら
ないで、コンテナハウスでも企業の従業員寮でも
よい、地場の大工さんが建設したログハウスでも
よいとすると、迅速かつ被災者のニーズに合った
仮設住宅の供給が可能となろう。
（5）新しい社会と住まいの創造
復興は、災害で明らかになった社会的なひずみ
を取り除き、未来につながる社会を創造する営み
である。阪神・淡路大震災後の復興で新しい市民
社会の構築が目指されたのも、そのためである。
行政とコミュニテイ、企業、NPOが協働する社
会が目指された。住宅の再建や管理においても、
この連携や協働は必要である。住宅再建を、公
助、共助、自助の足し算のフレームで考えるとい
うのも、その一つである。住環境づくりや住宅の
維持管理に、住民が自発的に参画できるようにす
ることも欠かせない。
そのうえで、地球環境問題や少子高齢化問題に
住宅面から積極的にアプローチして、その解決に
寄与していくことも欠かせない。環境共生型の住
宅や福祉支援型の住宅の普及をはかっていくこと
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も忘れてならない課題である。職住近接を軸とし
たコンパクトシテイという文脈の中で住宅のあり
方を位置づけることも、ここでの検討課題である。
